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11 －４ 中規模繰り返し相似地震の発生状況と発生確率（2017）
  Probability of moderate repeating earthquakes within one and three years from 

1 February 2017

気象庁気象研究所
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1．はじめに
　 　日本各地で波形がよく似た地震（相似地震）が観測されているが，その多くはプレート境界で
発生しており，プレート間の定常的なすべりと密接な関係があると考えられている．気象研究所
ではこれまでに中規模の繰り返し地震（相似地震）について発生状況を取りまとめた 1）．その後
も調査を継続している．前回提出した資料 2）以降の 2016年 2月から 2017年 1月末までを調査し
たので報告する．また，ここで整理した地震系列について，岡田・他（2007）3）のベイズ統計対
数正規分布モデルを使い，予測日を 2017年 2月 1日とし，今後 1年および 3年以内の発生確率
を計算した．なお，本報告は，地震活動評価の高度化を目的として実施しているものであり，気
象庁が別途実施している宮古島近海等の繰り返し地震の報告における目的・手法とは異なるもの
である．

2．相似地震の抽出方法
　 　1988年 10月以降については，デジタル加速度記録のある概ね震度 2以上を観測した地震を対
象に相似地震を調査した．気象庁の 87型強震計や 95型震度計のデジタル加速度記録のうち，理
論 P波到着時の 5秒前から 40秒間の波形を使い，まず，候補となる 2地震についてコヒーレン
スと相関係数を計算した．コヒーレンスの計算 4）は，下記の周波数帯域の平均を 3成分それぞれ
で求めた．
　　　周波数帯域の下限：　log flower   =  loga－bM　（a=22.4，b=0.86，Mはマグニチュード）
　　　周波数帯域の上限：　fupper  = 4flower

　 　相関係数は，デジタル加速度記録から気象庁１倍強震計特性（固有周期 6秒，減衰定数 0.55）
の変位波形に変換し，0.5～ 2Hzのバンドパスフィルタを通した波形を用いて計算した．相似地
震の判別は，コヒーレンスが 3成分とも 0.9以上，かつ相関係数が 3成分とも 0.5以上で，うち
1成分で 0.8以上になる観測点が 1点以上となるときは相似地震であるとした．気象研究所技術
報告（2014）1）では，相似地震の抽出方法として，最近のデジタル記録を用いたものと，長期の
地震カタログに基づくものの 2つの手法が採用されており，それぞれの手法で相似地震を抽出し
ている．今回の基準はそれぞれの手法で抽出された相似地震が抽出できるようにするため新たに
作成した基準である．どのような基準が最適であるかは現在も検討中である．なお，収集条件に
よっては波形データが未収録の場合もあり，相似地震が漏れている可能性がある．
　 　加速度のデジタル記録が無い 1988年 10月以前については，気象研究所技術報告（2014）1）で
報告されている気象庁の 59型地震計や 51型機械式強震計などアナログ記録を目視で比較して選
ばれた地震系列を使用した．

3．ベイズ統計対数正規分布モデル
　 　地震の発生間隔は対数正規分布に従うものとし，発生確率を求める系列について，観測データ
（発生間隔の対数）から尤度を計算する．一方，過去に日本や世界で発生した繰り返し地震の多
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数系列の発生間隔データから対数正規分布の平均発生間隔（μ）と分散（σ2）の経験的な分布（事
前分布）を導いておく．発生確率はベイズの定理で尤度と事前分布を調和させた母数分布（事後
分布）を計算し，それを重みとした条件付き確率（予測日からの発生確率）の荷重平均値として
求めた．なお，事前分布は，μについては一様（無情報事前分布）とし，σ2（>0）については
逆ガンマ分布を採用し，形状（φ）と尺度（ζ）のパラメータ値は，岡田・他（2007）3）の値（φ
=2.5，ζ =0.23）を使用した．なお，平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等による余効
変動の影響は考慮していない．

4．結果
　 　上記方法により抽出した相似地震のうち，今期間（2016年 2月～ 2017年 1月）に発生したも
のを含めて，地震が 3個以上となる系列は 52系列である（第 1図，第 1表）．各系列の地震発
生状況を第 2図に示す．前回報告 2）の 46系列のうち，今期間に 4系列で新たに発生した（第 1
図の□印，第 1表と第 2図の No.2, 17, 18, 30）．また，今期間に発生もしくは遡り調査で 3個以
上になった系列が 6系列ある（第 1図の□印，第 1表と第 2図の No.6, 32, 38, 41, 42, 43）．なお，
第 2図を見ると岩手県沖と福島県沖については，平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（赤
色縦線）以降，発生間隔が短くなっていることがわかる．これは，同地震の余効変動による影響
と考えられている 5）6）．余効変動は減衰しつつあるため，今後徐々に元の発生間隔へ戻っていく
と思われる．発生確率については，前回提出した資料 2）で，2016年 2月 1日時点で予測した今後
1年以内の発生確率は，No.2は 44.2％，No.17は 6.0％，No.18は 24.2％，No.30は 20.7％であった．
1年発生確率の予測成績は，平均対数尤度は -0.327，拡張ブライアスコア 7）は -0.337である．平
均対数尤度は，負の値をとり，0に近づくほど成績は良く，予測確率 0.5とした値は -0.693であ
る．また，拡張ブライアスコアは，1以下の値をとり，1に近づくほど成績は良く，現象の平均
的な出現確率よりも予測確率の誤差が大きいときは，負の値となる．なお，同期間を指数分布モ
デルで予測した場合の成績は，平均対数尤度は -0.388，拡張ブライアスコアは -0.471である．系
列数の少ない状況での結果ではあるが，指数分布モデルよりも多少良い程度の成績となった．3
年発生確率予測も合わせて行っており，今後，評価が可能になる．また，今期間に発生した地震
を含めて，2017年 2月 1日時点で 1年確率 50%以上の系列は，釧路沖（No.1，平均M4.4，平均
発生間隔 4.3年），岩手県沖（No.19，M4.1，1.7年），福島県沖（No.25，M4.9，1.3年と No.27，
M4.8，2.1年），宮古島近海（No.50，M4.4，2.2年）の計 5系列である．釧路沖と宮古島近海以
外については，東北地方太平洋沖地震の余効変動の影響を受けて確率が高くなっていると思われ
る．
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第 1図　2017年 2月から 1年以内の発生確率 
Fig.1　 Probability of moderate repeating earthquakes for the period from February, 2017 to January, 2018 by the lognormal 

distribution model with Bayesian approach. The circles and squares denote the locations of the sequences, the color 
indicates the probability, and the size indicates the mean magnitude. Square marks mean that earthquakes occurred from 
February, 2016 to January, 2017.
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第 1表　中規模相似地震系列リスト
Table 1　 List of the moderate repeating earthquake sequence and probabilities of the event occurrence within one year and 

three years from 1 February 2017 calculated with the lognormal distribution model with Bayesian approach.  Seismic 
intensity is the JMA seismic intensity scale.
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第 2図　中規模相似地震活動経過図
Fig.2　 Time diagrams of repeating earthquakes for the period from October, 1988 to January, 2017. The red vertical line 

indicates the occurrence of the 2011 off the Pacifi c coast of Tohoku Earthquake. The red marks and horizontal lines 
denote the newly added events or sequence in this report.


	本文 
	第１図
	第１表
	第２図



